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はじめに

バングラデシュを含むベンガル地域は，かつてインド亜大陸のなかで先

進地域であった。綿繊維産業はインドが発祥といわれ，なかでもダッカ・

モスリンを生産するベンガル地域は，綿繊維産業の代表的生産地であった

（村山高１９６１，２０―３１）。ダッカ・モスリンとは，ダッカで生産される薄手

で目の詰んだ綿布を指す。紀元１世紀の航海記に「ベンガル地方の木綿が

最優秀品」という記述がある（村山高１９６１，７）。

１７世紀初めにヨーロッパ諸国がインドとの交易を始めると，それまで衣

類に毛織物が用いられていたイギリスに，インドの綿製品が流入し，貿易

摩擦を生んだことが知られている（Ellison１８８６，１１―１３；Krishna１９２４，２５５―

２７５；Rivoli２００５，邦訳２２３―２３０；Thomas１９２６，４８―６６）。その後イギリスは，

産業革命により発明された紡績機械，織機を用いて綿製品の輸出国になっ

ていくが，その競争相手のインドの綿繊維製品生産地のひとつがベンガル

地域であった。このようにダッカを核とするベンガル地方は，綿製品やジュー

ト製品を主要製品として，インドの産業発展のひとつの中心としての役割

を果たした。

しかしながら，序章でも述べているように，その後の英領期，パキスタ

ン期，そしてバングラデシュ独立後も，現在のバングラデシュである東ベ

ンガル地域では，民間製造業の活発な発展はみられなかった。東ベンガル

地域は，英領期にはジュートをはじめとする農産物の供給地と位置づけら

れており，パキスタン期にも工業化はおもに西パキスタンで進められた。

バングラデシュ独立後も，多くの工場が国有化される傾向にあり，民間企

業の育成は捗らなかった（村山真弓１９９７a，７―１７）。

このような状況下で，繊維産業はひとつの中心産業であり続けた。そし

て１９８０年代から新たにバングラデシュの主要産業となったのが輸出向けア

パレル産業（縫製業，衣類産業と同義）であった。繊維産業は綿花，アパレ

ル産業は労働力という，「豊富な自然・人的資源」を用いて，発展してき

たといえる。本章では，この新旧ふたつの主要産業の発展について考察を

行う。
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第１節 繊維産業

広義の繊維産業は，綿花，羊毛，といった天然繊維および人工繊維から

糸を生産する紡績，糸を織ることにより布を生産する織布，糸を編むこと

によってニット布を生産する編み立て，糸や布に染色や表面加工を施す染

色，布に刺繍を施す刺繍，そして布から（または糸から直接）（１）アパレルを

生産する縫製といった工程を含む。狭義の繊維産業は，広義の繊維産業か

ら縫製を除いたすべての生産工程をその範疇とする。本節では狭義の繊維

産業について扱う。

１．繊維産業発展史

――東パキスタンから新生バングラデシュへ――

東ベンガル地域の工業化が，英領時代，そしてパキスタン時代に推進さ

れなかったことはすでに述べた。しかしながら，１９６２年には東パキスタン

工業開発公社（East Pakistan Industrial Development Corporation: EPIDC）（２）が

設立され，EPIDCが東ベンガル地域の工業化の支援を始めた。これらに

よって，独立前の１９７１年には，４４の綿繊維工場が操業していた（３）（桐生

１９８０，３０９―３１０）。

独立に際して，西パキスタン企業家は東パキスタンを離れ，それによっ

て多くの放棄工場が新生バングラデシュに残されることとなった。ムジブ

ル・ラフマン政権は社会主義経済建設を指向し，１９７２年，繊維工場を含む

多くの業種の企業を国有化することを宣言した。また国有化に際しては，

ベンガル人所有の企業も例外とはされなかった（村山真弓１９９７a，１２―１３）。

国有化された繊維工場は，バングラデシュ繊維工場公社（Bangladesh Textile

Mills Corporation: BTMC）という国営企業の一部となった。西パキスタン

人経営者，技術者，管理職等の流出，パキスタンからの原綿移入の停止，

独立闘争による物理的損害，といったような問題を抱えつつ，BTMCは

生産を開始し，１９７４／７５年度には独立前の水準に生産が回復している（桐

生１９８０，３０９―３１０）。
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１９７５年にムジブル・ラフマン一族が暗殺され，ジアウル・ラフマンが政

権を担うこととなった。ジア政権下では，民間部門の活性化が進められ，

民間投資の制限緩和が実施された。１９７７年には工業省から独立する形で繊

維省が創設され，以後同省が BTMCを監督していくこととなる。

さらに，１９８２年に無血クーデターによって政権を奪ったエルシャドは，

民営化をさらに推進した。同年，国有化されていた繊維工場の一部を，元

のベンガル人所有者に返却した（村山真弓 １９９７a，１４―１５）。これによって

民間の繊維工場が操業を開始することになり，１９８３年にそれらの企業の業

界団体としてバングラデシュ繊維工場協会（Bangladesh Textile Mills

Association: BTMA）が設立された。これ以降，公企業としての BTMCと，

BTMA 傘下の民間企業が，バングラデシュの繊維産業を担っていった。

２．現代の繊維産業――アパレル産業発展の恩恵をめぐって――

英領時代およびパキスタン時代に輝きを失った繊維産業は，１９８０年代以

降の民営化を経ても，急速に国際競争力を取り戻すことはできなかった。

次節で述べるように劇的に成長するアパレル産業の後方連関産業として，

大きな派生需要を得たはずであるが，しばしばアパレル産業と相反する利

害を有した。

それが端的に表れるのが，輸出アパレルに対する一般特恵関税制度

（Generalized Scheme of Preferences: GSP）の緩和についての対応である。

GSPとは，輸入国・地域が輸出国に対して与える関税の減免を指す。た

とえば欧州連合（European Union: EU）は，後発開発途上国（Least Developed

Country: LDC）に対して，関税免除の措置をとっているが，その対象品目

については原産地規則（rule of origin）を課している。原則として，製品

の加工プロセスのうち，重要な一部を LDCが担っていて初めて，同製品

の原産地を当該 LDCと認め，関税免除の優遇を与えることになる。当該

LDCにおいて行われた加工が，とるに足らない程度であれば，その LDC

を原産地と認め，関税免除の措置を与えることができない。したがって，

原産地規則は GSP適用範囲を決めるに際し，非常に重要である。原産地
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規則が緩ければ，LDCにおいては縫製だけを行うことで原産地とみなさ

れ，GSPが適用されることになる。これはアパレル産業にとっては望ま

しいことであるが，その川上を担う繊維産業にとってはマイナスに作用す

る。というのは，原産地規則が厳しければ，アパレル産業は GSPの適用

を受けるために，自国の布や糸を用いることが必要となるのであるが，こ

れは，布や糸への派生需要を生むことになるから，自国アパレル輸出のGSP

のための厳しい原産地規則は，繊維産業に有利に作用する。一方，アパレ

ル産業はより自由度の高い「緩い原産地規則」を望むから，アパレル産業

と繊維産業のあいだに対立が生じるのである。

このような対立は，GSPの原産地規則が緩められる度に発生した。EU

による GSPのための原産地規則は，２０００年に改定され，その後は布を域

内諸国のうちのいずれかの国が生産しているのであれば，縫製過程を担っ

た国を原産地として認めるという「域内付加価値」（regional cumulation）

原則が採用されている（Rahman and Bhattacharya ２０００，４―７）。これはたと

えばバングラデシュが，バングラデシュとともに南アジア地域協力連合

（South Asian Association for Regional Cooperation: SAARC）に加わっている

インドで生産された布を用いてアパレルを生産しても，バングラデシュを

当該アパレルの原産地と認め，GSPを適用するというルールである（４）。

このルールは，バングラデシュ製アパレルの GSP適用の可能性を高める

ものの，バングラデシュ縫製工場が，バングラデシュ製の布を利用する誘

因を下げる制度である。

こうしたバングラデシュ製の布の使用の誘因に関するアパレル産業と繊

維産業の対立は２０１１年１月の，EUの原産地規則のさらなる緩和に際して

も生じた（Financial Express２０１１）。この原産地規則緩和は，布の産地が域

外諸国であっても，縫製過程が国内でなされていれば，GSPを適用する

もので，バングラデシュ製布の利用の誘因は，さらに下がることとなる。

結局のところ，繊維産業の競争力強化の道筋は立っていない（５）。現地報

道によれば，公企業である BTMC傘下の繊維工場も，民間に売却される

予定である（Ahsan２０１２）。２０１２年現在で２１工場が BTMCに所属している

が，過去１０年間で６０億タカ（約６０億円）の損失を出していることから，繊
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維・ジュート省の方針としては，さらなる損失を回避するために，これら

をすべて売却する。

これにより，バングラデシュ独立直後に指向された，国有化による繊維

産業発展という試みが，完全に撤回されることになる。アパレル産業の発

展による大きな後方連関効果は，本来，繊維産業の発展を促す潜在力とし

て機能するはずである。近年バングラデシュへの発注を増やしている日本

の製造小売企業（６）は，糸や布といった原材料の質や仕様にもこだわるので，

発注によって縫製と仕上げを任せる縫製工場と同じ国内に繊維工場がある

という生産環境を好んでいるように見受けられる。このような傾向が続く

のであれば，バングラデシュのアパレル産業の発展が，バングラデシュの

繊維産業の発展を促す効果が，今後より強まることも考えられる。この可

能性について，今後も注視していく必要がある。

第２節 アパレル産業

歴史的にみて，アパレル産業は繊維産業より新しい産業といえる。とい

うのは，消費者が布を購入し，それを家庭で加工して着用する，という消

費パターンがかつては一般的だったからである。バングラデシュにおいて

も，輸出向けアパレル産業が発展する前には，仕立屋という職業はあって

も，サルワール・カミーズ（女性用），クルター・パジャマー（男性用）（７）

等の既製服市場は大きくなかったものと考えられる。またサリー（女性用）

の主要部分やルンギ（男性用）は身体に巻く布なので，生産工程としては

織布工程が中心で，縫製工程は大きな割合を占めない。

このような環境のもと，１９７０年代末から輸出向けアパレル産業が興り，

バングラデシュ製造業や輸出品目のなかで支配的地位を得るに至った。本

節では，その過程について叙述したい。
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国内市場向けにサリー等を縫う仕立て屋
（２０１２年，ダッカにて，筆者撮影）。

日本向け衣料品を縫製している工場 （２００８年，ダッカにて，筆者撮影）。
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年 事項

１９７７ Reaz Garmentsによるバングラデシュ初の衣料品海外輸出（フランスへ）。

１９７８ Desh Garmentsと韓国・大宇のあいだで技術協力・マーケティング協定成立。

１９８０

Desh Garments,Youngone Corporation操業開始。

バングラデシュ銀行より Desh Garmentsに対し，見返り信用状制度適用開始。

Desh Garmentsに対し，保税倉庫制度適用開始。

１９８１ Desh Garmentsと大宇の協定が Desh Garmentsに打ち切られる。

１９８２ BGMEA（バングラデシュ衣類製造業者・輸出業者組合）の設立。

１９８３ チッタゴン輸出加工区で最初の投資が行われる。

１９８５
アメリカとカナダがバングラデシュへの輸入数量枠（クォータ）適用開始。

最低賃金を月額６２７タカに設定。

１９９３ ダッカ輸出加工区で最初の投資が行われる。

１９９４ 最低賃金を月額９３０タカに改定。

１９９５

世界貿易機関（WTO）の設立（１０年後に輸入数量枠撤廃が決まる）

EUによる一般特恵関税制度の適用開始。

BGMEA と国際労働機関（ILO）のあいだで，縫製工場における児童労働撤廃
のための覚え書きが締結される。

１９９６ BKMEA（バングラデシュ・ニットウェア製造業者・輸出業者組合）設立。

１９９８ 大洪水の発生。

２００４ WTOにより，先進国のアパレル輸入数量枠撤廃（年末）

２００５ EUと中国，アメリカと中国のあいだでそれぞれ，約２年間のアパレル輸出伸
び率制限を規定した覚え書きが締結される。

２００６ 最低賃金を１，６６２．５タカに改定。

２０１０ 最低賃金を３，０００タカに改定。

２０１２ タズリーン・ファッションズの火災により１１２人が死亡。

２０１３
ラナ・プラザの崩壊により，少なくとも１，１３０人が死亡。

最低賃金を５，３００タカに改定。

表１ バングラデシュ・アパレル産業年表

（出所） Quddus and Rashid（２０００，６６―７０）や新聞報道，関連ウェブサイトを参照して筆者作成。
（注） BGMEA，BKMEA はそれぞれ，Bangladesh Garment Manufacturers and Exporters

Association，Bangladesh Knitwear Manufacturers and Exporters Associationの略。
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１．発展の経緯

輸出向けアパレル産業は１９７０年代末に創成された。Reaz Garmentsがフ

ランスにアパレルを輸出したのがはじめとされる（Quddus and Rashid２０００，

６２―６３）。その頃，先進国市場で輸出数量制限を受けた韓国，香港企業等

が代替的生産基地を探しており，バングラデシュもそのひとつと考えられ

た。まず１９７８年に当時の大手韓国企業グループのひとつであった大宇がバ

ングラデシュ企業の Desh Garmentsとのあいだで技術協力・マーケティ

ング協定を結んだ。これは，Desh Garmentsの社員の研修を大宇が行う

代わりに，同社は大宇に対して売り上げの８％を支払う，という内容であっ

た。これに基づき，約１３０人の Desh Garmentsスタッフが大宇の釜山工場

に派遣され，６カ月の研修を受けた。この１３０人が同社に戻って Desh

Garmentsは操業を開始し，輸出を行った（８）。また，もうひとつの韓国企

業の Youngone Corporationは，１９８０年に合弁企業としてバングラデシュ

の港湾都市であるチッタゴンで輸出向け生産を始め，現在でもダッカやチッ

タゴンで大規模な操業を続けている（表１を参照）。

Desh Garmentsの創設者である Noorul Quaderは，バングラデシュの

アパレル産業の産業政策を形成するうえでも大きな役割を果たした。Quader

はムジブル・ラフマンに仕えた官僚で，ムジブル・ラフマン暗殺後は，産

業界に身を転じた。Quddus and Rashid（２０００）に収録されているインタ

ビューによれば，Quaderは自社の生産・輸出のための優遇措置として見

返り信用状（back-to-back letter of credit）制度と保税倉庫（bonded warehouse）

制度の創設を政府に求め，１９８０年にこれらの優遇を得た。その後，輸出向

けアパレル生産企業全体にこの制度が適用されていく嚆矢となった。見返

り信用状制度とは，アパレルの発注をした海外企業が発行する輸入信用状

と，受注するバングラデシュ企業の輸出信用状を同時に開設し，輸入布と，

それを用いて生産されたアパレルのバーター取引（物々交換）を可能にす

る制度である。これによってバングラデシュ企業は，布の輸入のための外

貨を用意することなく，輸入布を入手できる。保税倉庫制度は，バングラ

デシュ政府が指定した「倉庫」（縫製工場内に設置されることもある）内を
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「外国」とみなし，関税を免除する制度である。見返り信用状制度は，輸

入布の購入さえ必要としないので，外国企業からバングラデシュ企業への

アパレルの委託生産を可能にするという意味で，バングラデシュ縫製業界

にとってとくに画期的な制度であったといえる。しかしながらここで強調

しておきたいのは，これらの制度はバングラデシュ政府がアパレル産業を

育成しようとして形成されたものではなく，官僚出身の企業家の，私的動

機から生まれたものだということである。アパレル産業は，戦略産業とし

て育成されたわけではなく，外資や国内企業家の発意から興隆したといえ

る（９）。

その後，１９８５年に大きな転機が訪れる。それはアメリカとカナダによる

輸入数量枠（quota）の設定である。繊維・アパレル貿易は長らく管理貿

易の典型となっており，１９７４年に設けられた多国間繊維取り決め（Multi-Fiber

Arrangement: MFA）によって，繊維・アパレルの主要輸出国から欧米諸国

への繊維・アパレル輸出には，輸入国によって，輸出品目別，輸出国別に

細かく輸入上限数量が定められた。この上限枠を１００％満たすべく，輸出

国は国内企業に輸出数量を割り当てることになる。輸入上限数量の充足率

が高いほど，それ以降の上限枠が拡大される仕組みになっている一方，輸

入上限を超えた輸出をしてしまうと，翌年の当該品目の輸出に罰則が科さ

れるため，輸出国としては，充足率をできるだけ１００％に近づけると同時

に，１００％を超えることがないよう，輸出を管理する必要があった。

このような輸入上限数量枠は，輸出量が大きい国にのみ適用される。１９８０

年代前半までのバングラデシュの繊維・アパレル輸出は，世界的にみれば

小さかったので，輸入上限数量枠は適用されておらず，それが韓国企業を

はじめとする外資がバングラデシュに生産を委託する大きな理由のひとつ

であった。しかし，バングラデシュのアパレル輸出が徐々に増加したこと

から，１９８５年に欧米諸国（アメリカ，カナダ，イギリス，フランス）はバン

グラデシュにも輸入上限数量枠を適用することを考え始める。バングラデ

シュ政府の交渉によりイギリスとフランスは翻意し，以後，アメリカとカ

ナダがバングラデシュ・アパレル輸出に対して，２００５年まで，輸入上限数

量枠を適用していた。
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このような輸入上限数量枠の適用は，バングラデシュ縫製業界にとって

大きな脅威となった。それまでの優位性が失われることから，輸出が大き

く低下することが懸念された。しかしながら現実には，１９８５／８６年度の輸

出額は９８００万ドルとなり，前年度の７５００万ドルを大きく上回ったのに加え，

１９８６／８７年度には２億２５００万ドルに増加し，その後も毎年平均で約２４％と

いう高率の成長率で，急拡大を続けた（序章の図４を参照）。

数量枠のバングラデシュ国内での配分にあたっては，業界団体バングラ

デシュ衣類製造業者・輸出業者協会（Bangladesh Garment Manufacturers and

Exporters Association: BGMEA），バングラデシュ・ニットウェア製造業者・

輸出業者協会（Bangladesh Knitwear Manufacturers and Exporters Association:

BKMEA）が政府に協力した。BGMEA はすべての種類のアパレルの生産

者，輸出者の組合として１９８２年に設立された。それからかなり遅れて，１９９６

年に，ニット製品の産地であるナラヤンゴンジに立地する工場が中心になっ

て，ニット製品のみを扱う BKMEA が設立された。BKMEA では，１９９５

年に適用が始まった EUの一般特恵関税制度に伴う原産地規則が，ニット

布もバングラデシュ国内で生産することを義務づける内容だったため，そ

れへの対策を講じることが当初の大きな課題であった（表１を参照）。

バングラデシュからのアパレル輸出が伸長するにともない，先進国の市

民団体やアメリカの労働組合がバングラデシュの縫製工場における労働環

境への監視を強めることとなった。とくに，学齢にある児童の雇用が問題

視され，１９９５年にはBGMEAと国際労働機関（International Labour Organization:

ILO）のあいだで児童労働撤廃のための覚え書きが交わされた（村山真弓

１９９６a；ILO-IPEC２００４）。

一方同年には世界貿易機関（World Trade Organization: WTO）が設立さ

れ，貿易数量規制であるMFA は，WTOが推進する自由貿易原則に反す

るということで，その加盟国のあいだでは，１０年の猶予期間後の２００５年１

月１日をもって撤廃することが決められた。この頃のアパレル輸出大国は

中国で，中国からの輸出に対して数量規制がかけられていることは，その

競争相手のアパレル輸出国にとっては競争上有利に働くことから，バング

ラデシュのように自国の輸出にも数量規制がかけられている国であっても，
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MFA 撤廃に対して懸念や反対の意思表示がなされることがあった。また，

先進国の新聞雑誌も，バングラデシュ等低所得アパレル輸出国にはMFA

撤廃が不利に作用するという見解で，おおむね一致していた（Adiga２００４；

Buerk２００４；de Jonquières２００４）。これに拍車をかけたのがWTOのディス

カッションペーパーであり，MFA 撤廃後には中国がアパレル輸出を急拡

大させ，インド以外の低所得国のアパレル輸出国は軒並みアパレル輸出を

減少させることになる，と予測した（Nordås２００４）。

２００５年が近づくにつれて，競争力強化や産業保護を求める声が高まり，

２００４年６月には，世界でMFA 撤廃に反対する３６カ国７２の業界団体がトル

コのイスタンブールに集まり，MFA を２００７年末まで延長することを求め

た「イスタンブール宣言」を発した（Daily Star ２００４）。BKMEA と BTMA

はこの動きに加わったが，BGMEA は加わらなかった。

そして予定どおり２００５年１月１日をもって，MFA はWTO加盟国のあ

いだでは撤廃された。年初から中国のアパレル輸出が急増した。これは予

想どおりであったが，バングラデシュやカンボジア，インドネシアといっ

たアジアのアパレル輸出国のいくつかは，２００５年前半，順調にアパレル輸

出を伸ばしていた。これに対し，マダガスカルを除くサハラ以南アフリカ

のアパレル輸出国は大概アパレル輸出が停滞した（山形２００６）。中国のア

パレル輸出の急増を受けて，アメリカは同年５月にセーフガードを発動し，

EUはセーフガードの発動を匂わせながら中国に輸出自主規制を迫った。

この結果，６月に中国と EUのあいだで，２００８年まで主要品目の対 EU輸

出を毎年対前年比約１０％増まで抑制するという協定が成立した。また中国

とアメリカのあいだでは，２００６年から２００８年までの３年間に，主要品目の

対米輸出を１０～１７％に抑制することを内容とする協定が成立した。これに

よって中国製のアパレルの劇的増加は止められることとなった。

これらの結果としてMFA 撤廃後もバングラデシュのアパレル輸出は増

加を続けた。バングラデシュのアパレル輸出が停滞したのは，アメリカ同

時多発テロ事件のあった２００１／０２年度と，リーマン・ショックの影響が明

らかになった２００９／１０年度ぐらいで，それら以外の年には間断なく成長を

続けている（序章の図４を参照）。生産地は，伝統的な産地であるチッタゴ
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ン，ダッカ，ナラヤンゴンジから，ダッカの北西部のガジプールヘと展開

している（１０）。

その後のバングラデシュ・アパレル産業に起きた出来事として注目され

るのは，２００６年と２０１０年，そして２０１３年の最低賃金の引き上げである。バ

ングラデシュ・アパレル産業の最低賃金は，１９８５年に月額６２７タカ，その

９年後の１９９４年に９３０タカに設定された後，１０年以上改定されなかった。

おそらくは２００５年初めのMFA 撤廃の前に最低賃金を上げることを控えた

ものと考えられる。MFA 撤廃後にもアパレル輸出が順調に増加している

ことを念頭におき，２００６年には最低賃金が１６６２．５タカに改定された。これ

は１９９４年に定められた水準の約８０％増ということになる。その後，２００７年，

２００８年の丸２年間は，総選挙の選挙人名簿にかかわる不正により，軍の影

響下，非常事態として労働運動が制限された。２００９年にアワミ連盟政権が

成立し，非常事態宣言が取り消された後には再び賃上げ圧力が増し，その

結果として２０１０年には最低賃金が３０００タカに改定された。さらに後述のラ

ナ・プラザ崩壊といった事件から，バングラデシュの縫製工場全体の労働

条件が問題視されることとなり，２０１３年１１月に，最低賃金を５３００タカに上

げることが合意された。これにより，２００６年の水準の３倍に最低賃金が上

昇することとなった（１１）。

日本との関係で特筆すべきは，２００８年にユニクロが，ベトナム，カンボ

ジア，バングラデシュを念頭において，それまで調達の約９割を占めてい

た中国の割合を減らし，約３割を中国以外の国から調達することをめざす

と発表したことである（『週刊東洋経済』２００８）。同年，ユニクロはダッカ

に駐在員事務所を設置して調達を本格化すると，他の日本の繊維関係企業

や，ユニクロ製品（ヒートテック関連）に布を供給する企業，ユニクロ製

品の検品を担当する企業のバングラデシュ投資がみられるようになってき

ている。

２．アパレル産業の役割

バングラデシュのアパレル産業は，同国の社会経済構造を変える役割を
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果たした。それがどのようにして生じたのかを，本項では明らかにしたい。

（１）マクロ経済

第１にアパレルは現在，マクロ経済のなかで大きな位置を占めている。

最も注目されるのは，バングラデシュの輸出成長の象徴としての意義であ

る。輸出総額におけるアパレル輸出の割合は，２００９／１０年度において，７７％

に達している。１９９７／９８年度以来，輸出の約４分の３をアパレルが占める

状態が続いている。なおかつアパレル輸出は１９８３／８４年度から２００９／１０年度

まで，年平均２４％という高率で成長している。過去１０年（２０００／０１年度から

２００９／１０年度）に限っても，アメリカ同時多発テロの影響の現れた２００１／０２，

２００２／０３年度，およびリーマン・ショックの影響の明らかな２００９／１０年度以

外は，年率で２桁成長を達成している。

２００１／０２年度に実施された製造業センサスによれば，製造業の生み出す

総付加価値に関するアパレル産業のシェアは２２％であり，製造業のなかで

最大である（BBS２００７）。これに次ぐのが繊維産業（靴，革製品を含む）で，

２０％である。両産業で製造業の４割以上の付加価値を生み出していること

になる。雇用についてはさらに大きな存在感を示している。同センサスに

よれば，アパレル産業は単独で，全製造業の４８％もの雇用を生み出してい

る。これに繊維産業の２０％を加えると，両産業で製造業全体の雇用の３分

の２以上の雇用機会を創出していることになる。このように，アパレル産

業はバングラデシュのマクロ経済において，重要なアクターとなっている。

（２）女性のエンパワメント

アパレル産業は，世界的に女性労働者の多い部門である。おそらくは，

糸つむぎ，機織り，縫製といった衣服製造のための作業が，世界の多くの

地域の家庭で歴史的に，女性に対して割り当てられることが多かったこと

が，縫製工場の経営者，そして労働者ともに，「女性は縫製工に向いてい

る」という見方を作り出したのだろうと考えられる。

韓国企業をはじめとする東アジア繊維企業がバングラデシュで輸出向け

アパレル生産を立ち上げるに際し，彼らは当然のごとく，女性労働者の雇
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年度
布帛衣類 ニット衣類

女性比率
計 男 女 計 男 女

１９７９／８０ ６５ ６５ ０ １，３１９ １，２８５ ３４ ２．５

１９８０／８１ ３５１ ３３９ １２ １，３９２ １，３７３ １９ １．８

１９８１／８２ ２，７０５ １，６９０ １，０１５ １，４３５ １，４１６ １９ ２５．０

１９８４／８５ ９，４８２ ３，４９０ ５，９９２ １，６０４ １，５８２ ２２ ５４．２

１９８９／９０ １７５，５４８ ５０，４６３ １２５，０８５ １１，９４６ １１，５０４ ４４２ ６６．９

１９９５／９６ ７２０，４８８ ２４４，５４９ ４７５，９３９ １７，５５８ １５，７５０ １，８０８ ６４．７

１９９９／２０００１，０１７，０７２ ３２９，５１１ ６８７，５６１ ５０，７３３ ２３，６１９ ２７，１１４ ６６．９

２００５／０６ １，５０７，４０２ ５７２，０３０ ９３５，３７２ ５１２，７４４ ２４３，３５９ ２６９，３８５ ５９．６

表２ バングラデシュ・アパレル産業での雇用者数

（単位：人，％）

（出所）（１９７９／８０～１９９９／２０００）Bangladesh Bureau of Statistics（BBS）, Report on Census of
Manufacturing Industries, Dhaka: BBS各年版より。（２００５／０６）BBS, Report on Bangladesh
Survey of Manufacturing Industries (SMI) 2005―2006，Dhaka: BBS，２０１０．

（注） 布帛は，織布を意味している。

用を試みただろう。しかしながら，南アジアのイスラーム教が支配的な国

であるバングラデシュでは，女性が家族以外の人に姿をみせることを妨げ

るパルダ（１２）という社会規範があるので，縫製工場で女性が働くことに抵

抗があった（１３）（村山真弓２００９）。

表２は，各年の製造業センサスで調査対象となった縫製工場における女

性労働者の割合を示している。これによれば，１９７９／８０年度，１９８０／８１年度

には３％以下であった女性労働者の比率がそれ以降徐々に上昇し，１９８９／９０

年度に６０％台に到達した後は，その水準を維持している。

このような女性労働者の増加は，彼女らの能力強化や福祉の増進という

側面に照らして，プラスの点とマイナスの点があることが知られている

（長田 ２０１４；村山真弓 １９９７b：１９９９：２００２；Hoque, Murayama and Rahman

１９９５；Kabeer and Mahmud２００４；Murayama ２００６：２００８；Paul-Majumder and

Begum２００６；Zohir and Paul-Majumder１９９６）。

第１は，女性の雇用を増加し，現金を女性自身の手に与えた，という経

済的利益の側面である。それまでパルダによって，男性の庇護下におかれ，
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経済的にも行動範囲的にも自由度の小さかった女性たちが，労働のために

外出し，家族のために収入を得ることにより，家庭内でも新たな地位を得

た。これは大きな成果といえる。一方それは，堅固な社会規範として成立

しているパルダを破ったとみなされることにより，親族内，地域社会内で

さまざまな反発を生むという危険性を孕んでいた（１４）。

輸出向けアパレル産業が興隆してから３０年が経過し，女性の労働に対す

る反感は徐々に薄らいでいるようにみえる。今後，労働環境を改善し，縫

製工場での雇用を女性の経済的エンパワメントに結実させることが求めら

れる。

（３）貧困削減

バングラデシュ・アパレル産業の競争力の源は，他国に比べて賃金が安

いことである。このことから，「縫製労働者は低賃金に苦しんでおり，ア

パレル産業の発展は縫製労働者やその家族の貧困削減に貢献していない」

と結論づける見方もある。しかし，�アパレル産業で得られる賃金は，農
村の雇用機会で得られる賃金より高い，�アパレル産業で得られる賃金は，
バングラデシュの地域ごとに算出される貧困線を上回っている，�そもそ
も，女性に対するアパレル産業以外の雇用機会が，より報酬や労働条件の

厳しい，メイドや建設労働等に限定される，さらには，�アパレル産業で
の雇用に，ことさら高い教育が必要とされない（１５），といった理由から，

アパレル産業は，少なくとも経済的には，女性たちの所得向上に貢献した

と考えられる（Fukunishi et al.２００６）。

いまひとつ賃金水準の観点から問題となるのが，２００５年のMFA 撤廃後

のアパレル価格の世界的低下である。この事象は，労働集約的産業の典型

であるアパレル産業においては，賃金のアパレル価格以上の率での低下に

結果し得ることが，ストルパー・サミュエルソン定理の含意として知られ

ている（Jones１９６５）。そして，もしそれが実際に生じるのであれば，「低

賃金を特徴とする産業に特化することによる競争は，賃金カット，価格下

落のスパイラルに陥らざるを得ず，競争によって，その業種に従事する労

働者も経営者も貧困化する」と主張する「底辺への競争仮説」（Tonelson
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２００２）が現実のものとなってしまうことが懸念される。

明日山・福西・山形（２０１１）は，バングラデシュとケニアの企業調査の

データ（１６）を用いて，「底辺への競争」は起こっておらず，縫製工場の労働

者（とくにヘルパーや縫製工といった主要職種）の賃金は，名目，実質とも

に向上しているうえ，生産コスト全体に占める賃金の比率も，２００５年を挟

む２００２年と２００９年のあいだで上昇していることを示した。したがって，ア

パレル産業の労働者は，近年の世界的アパレル価格低下に際しても，最低

賃金の改定により（表１），賃金の上昇という利益を得ているといえる。

ただし，労働条件や安全管理の面で，課題が大きいことは否めない。工

場内の，気温，換気，粉塵といった衛生問題や，長時間労働，暴力，セク

シャル・ハラスメントといった人権侵害が起きやすい労働環境が，問題と

して指摘されている（Paul-Majumder２００３）。

これらの問題を顕在化させたのが，２０１２，２０１３年に相次いで発生した事

故である。２０１２年１１月２４日に，ダッカ北部のアシュリア地域で操業する

Tazreen Fashionsにおいて火災が発生し，１１２人の命を奪った（１７）。また，

２０１３年４月２４日には，ダッカ郊外のシャバール地域で５つの縫製工場が入

居していたラナ・プラザが違法増築や上階に設置された発電機の振動のた

めに崩壊し，少なくとも１１３０人が犠牲になるという大惨事が発生した。こ

のような事故はバングラデシュ縫製工場の労働条件の劣悪さや不十分な安

全管理を象徴しており，この事件の後，欧米（日本を含む）のブランド企

業が，バングラデシュの労働条件・完全管理の改善に，現地企業側や国際

機関等と共同で取り組むことが合意された（山形２０１３）。

最低賃金の上昇により，所得面での待遇改善は進みつつあるので，次な

る課題は，労働条件と労働環境の改善となる。

３．アパレル産業をリードする企業

バングラデシュの輸出向けアパレル企業数は，約６０００社あるといわれて

いる（１８）。それら企業のあいだには，出自，構造等に関して多様性がある。

ここでは，いくつかの側面からバングラデシュのアパレル産業を代表する
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企業を，側面ごとに整理して紹介したい（１９）。

第１に挙げられるのが，バングラデシュのアパレル産業を創始した企業

である。最初に衣類を海外に輸出したのは，前述のように Reaz Garments

であるといわれている。これに対して，バングラデシュの輸出向けアパレ

ル産業の礎をなしたのはDesh Garmentsである。その創業者Noorul Quader

は，見返り信用状や保税倉庫といった制度の確立を政府に求め，それが他

企業にも適用されるようになった。また，大宇に研修のために送った約１３０

人の従業員のなかから，Babylon GroupやMohammadi Groupといった縫

製企業グループの創業者が現れた。

一方，カンボジア等に比べバングラデシュで相対的に存在感の小さい外

資として，バングラデシュ・アパレル産業創成期から操業を続けてきた大

企業として，韓国資本の Youngone Corporationがある。同社はKihak Sung

会長の指揮のもと，Desh Garmentsと同じ１９８０年に操業を始め，現在も

チッタゴンとダッカに３つずつ工場（事業所）を有している（Mirdha２０１３）。

実際に投資と操業を自ら行ったという点で，Desh Garmentsに協力した

大宇が，資本投資はせず，技術協力・マーケティング協定を結ぶに止まっ

たのとは対照的である。

さらには，ジュートや綿紡織から創業し，繊維産業の川上から縫製へと

生産活動を展開してきた企業や企業グループがある。その代表は Beximco

である（村山真弓１９９６b；１９９７a）。Beximcoは，１９６５年に所有・経営して

いたジュート紡績工場の国有化を経験し，その後もジュート取引にかかわ

り続け，１９７７年には同工場の返還を実現している。その間，繊維へも展開

し，現在ではバングラデシュで数少ない，化学繊維生産工場（Beximco

Synthetics Ltd.：ポリエステル・フィラメント生産）も有している。このよう

に紡績や織布から縫製までを自らのグループ企業のみで行う生産方法は

composite production（多工程生産）と呼ばれている。

最後に，ニットウェア生産に従事する企業についてふれておきたい。綿

紡織の歴史の長さから，バングラデシュにおいてはニットウェアよりも布

帛衣類の方が主力製品であったのであるが，序章の表５にみられるように，

現在ではニットウェアと布帛衣類（woven garments）の輸出額はほぼ同額
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となるまでに，ニットウェアの輸出が増加している。これによって，ナラ

ヤンゴンジ県に集中していたニットウェア工場を中心として組織されてい

る BKMEA の発言力や存在感が増している。BKMEAの加盟企業数は２００１

年には５８７社であったものが，２０１３年には１８１９社にまで増加している。

BGMEA までとはいかないものの，BKMEA の影響力が強まってきたこと

が，近年のバングラデシュ・アパレル産業のひとつの大きな変化といえる。

おわりに

繊維産業は長らくベンガル地域の主要産業であった。英領時代，パキス

タン時代，そしてバングラデシュ独立直後の国有化時代に，その競争力は

減じられた。その衰退と踵を接して発展を始めたのが輸出向けアパレル産

業である。同産業は，先進国からの輸出クォータの設定（１９８５年）とその

撤廃（２００５年），児童労働や輸出加工区内の労働組合禁止に伴うさらなる

輸出制限の脅威，アメリカ同時多発テロ，リーマン・ショック等々に起因

する世界不況といった数々の試練を乗り越えて，成長を続けている。その

要因は，序章でもふれたように，他の低所得国と比較してなお低いドル建

て賃金と，アパレル産業の労働集約性であり，それによってもたらされる

低生産コストが，その他のコスト引き上げ要因（交通インフラ未整備，頻繁

な停電，高い行政コスト）を補ったことである（２０）。

またバングラデシュ・アパレル産業の発展は，皮肉なことにラナ・プラ

ザの崩壊という大惨事によって世界的に知られることとなった。今しばら

くは，アパレル産業がバングラデシュ製造業のリーダーとして経済を牽引

する必要がある。そのためにも，労働条件や安全管理の改善を，欧米（そ

して日本）のブランド小売企業や ILO等国際機関とともに進める必要があ

る。
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【注】
�１ セーターや靴下は，布を編んでから切って縫うのではなく，糸から直接編み立
てられる。

�２ EPIDCは，１９５０年に設立されたパキスタン工業開発公社（Pakistan Industrial
Development Corporation: PIDC）が１９６２年，東西に分割されてできたものである
（村山真弓１９９７a，１０―１１）。

�３ 村山真弓（１９９７a，１１―１２）は，当時２５社の綿繊維工場が，EPIDCの支援で操業
していたとしている。

�４ このような域内付加価値原則は，SAARCのほか，東南アジア諸国連合（Association
of Southeast Asian Nations: ASEAN），アンデス共同体，中米統合機構にも適用さ
れている。

�５ １９９９年に世界銀行グループの国際金融公社が，バングラデシュの（広義の）繊
維産業の競争力強化の方法について委託調査を行った結果が，Dr. Martelli Associates
（１９９９）として公表された。このレポートは，広義の繊維産業のなかで戦略的に
促進する意義のあるのは染色産業だけであると結論づけていた。

�６ この業態は，アパレルの企画，生産，販売などすべてのプロセスを管理しつつ
も，とくに生産については自社工場ではなく，協力会社に発注することに特徴が
ある。英語では Specialty Store Retailer of Private Label Apparelと呼ばれ，SPA と
略される。Gap社，Inditex社（代表的なブランドは Zara），H&M社，ファースト
リテイリング社（代表的なブランドはユニクロ）が SPA の例として挙げられる。
�７ いずれも，トップス（上半身用外衣）とボトムズ（下半身用外衣）からなる。
�８ 大宇に派遣された１３０人のうちの多くが，その後退職し，新たに縫製工場を設立
したりすることにより，バングラデシュのアパレル産業の礎をなしたとの説があ
る（Rhee１９９０, Mostafa and Klepper ２００９）。また，Desh Garmentsの創設者であ
る Noorul Quaderに対してなされたインタビューによれば，その後，１９７９年の朴
正煕大統領暗殺後の混乱で大宇と Desh Garmentsの連絡が困難になり，１９８１年に
Desh Garmentsは大宇との協定を打ち切った（Quddus and Rashid２０００，１９３―１９９）。

�９ Quddus and Rashid（２０００）もこの見方をとっている。
�１０ ガジプール県とナラヤンゴンジ県は，バングラデシュを７分割する管区（Division）
としてはダッカ管区に属している。BGMEA はその会員企業を「ダッカ会員」と
「チッタゴン会員」に区分しているが，ダッカ会員は３６３２社（正確には事業所），
チッタゴン会員は７８５社が登録されている（BGMEA ２０１３）。これが輸出向けアパ
レル工場の大まかな地理的分布を表している。産業クラスターをアパレル産業発
展の契機とする見方（Mottaleb and Sonobe２０１１）もあるが，ダッカ県，チッタゴ
ン県，ナラヤンゴンジ県，ガジプール県は，「産業クラスター」と呼ぶには大きす
ぎる地理区分なので，産業クラスターは，アパレル産業発展の要因として広く議
論されてはいない。

�１１ ただし，この最低賃金がどれだけ遵守されているかについては，労使のあいだ
で議論がある（Financial Express２０１４）。

�１２ 「ポルダ」とも発音され，カーテン，ベールを意味する。
�１３ パキスタンも，南アジアのイスラーム教が支配的な国家として，女性の家庭外
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での労働には社会的制約があり，その結果として，現在でもアパレル産業の労働
者のほとんどが男性であることを，牧野（２００８）が示している。

�１４ 地域社会に，縫製工場勤務のための女性の国内出稼ぎや，村の男性の海外出稼
ぎ，および NGOの地域社会への浸透といった「グローバル化の波」が押し寄せる
ことへの反発については，高田（２００６）を参照。

�１５ １９９４年の労働者サンプル調査において，縫製工場で働く女性の２１．９％が非識字
で，４１．９％が正規の教育を受けたことがないことを，Hoque，Murayama and Rahman
（１９９５）が報告している（村山真弓［１９９７b］にも再録）。このほか，Zohir and Paul-
Majumder（１９９６）においても，彼女らの労働者サンプル調査の結果，字が読めな
い女性労働者が数多く雇用されていることが報告されている。

�１６ この調査においては，企業の経営者に対し，当該企業が，職種別，性別，経験
年数別（１年未満，１～５年，５年以上）にどれだけの賃金（月額：出来高払い
制の場合も，平均的な支払額を月額で算出）を支払っているかを尋ねている。

�１７ 火災は１階倉庫から発し，おもに２階，３階で勤務していた労働者が犠牲になっ
た。出火当時，作業場は施錠されていたという（Financial Express ２０１２）。操業時
に作業場を施錠するのは，バングラデシュの縫製工場では一般的にみられる習慣
なので，このような惨事は他の工場でも起こり得る。

�１８ BGMEA の加盟企業数が２０１２／１３年度で４４１７（仲介商社［buying house］を除く）
であり（BGMEA ２０１３），BKMEA の加盟企業数が１８１９である（２０１３年７月１５日現
在。以下のサイトを参照：http://www.bkmea.com/member/index.php）。しかしな
がら，両団体に加盟している企業があるので，単純な足し算で総企業数を算出す
ることはできない。また両団体には，企業単位ではなく事業所（工場）単位で加
盟している場合があるので，正確には「企業数」ではなく「事業所数」と呼ぶべ
きかもしれない。

�１９ 以下の記述にあたっては，本書の他の章と同様に，メトロポリタン商工会議所
（Metropolitan Chamber of Commerce and Industry, Dhaka: MCCI）の調査結果も
参考にしている。同調査では，２０１２年に，以下の２０社（グループ）で質問票を用
いたインタビューを行っている（カッコ内は，主たる生産活動を表している）：
�A. J. Group（縫製），�Alltex Industries Ltd．（紡織，染色，縫製），�Anlima Textile
Ltd.（紡績，縫製），�Apex Holdings Limited（染色，縫製），�Babylon Group
（紡織，縫製），�CMC Kamal（紡績），	Dekko Knitwears Ltd.［Epyllion Group］
（縫製），
Desh Garments Ltd．（縫製），�Envoy Textiles Limited（織布，染色），
�Giant Group（染色，縫製），Givensee Garments Ltd.（縫製），�Ha-Meem Group
（紡織，染色，縫製），�Metro Spinning Limited（紡績），�Mohammadi Group
（縫製），�Onus Garments Ltd.（縫製），�Palmal Group（縫製），�Plummy
Fashions Ltd.（縫製），�Shamsul Alamin Group（紡績），�Shanta Garments Ltd.
（縫製），�Talha Spinning Mills Ltd.（紡績）。
�２０ MFA 撤廃前後の２００２年と２００８年を比較すると，縫製工場の生産性上昇率は（こ
の６年間で）１９．６％であったという推計があり，一定の生産性上昇が認められる
が，同期間に５９．１％という生産性上昇を達成したカンボジアの縫製工場とは大き
な開きがあるので，バングラデシュのアパレル産業の競争力が，生産性上昇に大

第２章 繊維・アパレル

105



きくよっているとはみなされていない（福西・明日山・山形２０１１，９３―１０１）。第
２節の「１．発展の経緯」で述べたように，輸出向けアパレル産業発展の初期にお
いて，韓国企業の貢献が大きかった。その後も海外バイヤーや，注文を取り次ぐ
商社（buying house）の役割は大きかった。しかし影響力の大きい利豊（Li & Fung
Limited）等，大手の商社は香港などバングラデシュ国外からグローバルに注文を
世界各国の生産拠点に配分していることから，海外取引関係に関するバングラデ
シュの優位性はとくにみられない。数は少ないながらも外資企業の高い生産性を
検出した論文として Kee（２００５）があり，商社の役割を検討した論文としてMottaleb
and Sonobe（２０１１）がある。アパレル産業発展の要因分析としては，Yunus and
Yamagata（２０１４）を参照のこと。
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